
- 24 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 22 年 度 
 

外 務 省  省 庁 別 連 結 財 務 書 類 
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(平成22年 (平成23年 (平成22年 (平成23年

3月31日) 3月31日) 3月31日) 3月31日)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

現金・預金 128,476 184,986 未払金 29,291 25,681

有価証券 215,026 173,694 未払費用 12,189 11,636

たな卸資産 538 448 保管金等 463 698

未収金 4,136 4,288 前受金 1,462 1,062

未収収益 53,119 48,560 前受収益 - 0

前払金 12,810 12,279 賞与引当金 4,286 4,222

前払費用 424 306 債券 80,000 140,000

貸付金 11,059,378 11,054,957 借入金 2,730,170 2,459,841

破産更生債権等 25,901 26,255 退職給付引当金 114,252 110,798

その他の債権等 226 4,266 その他の債務等 4,140 3,836

貸倒引当金 △ 159,047 △ 123,833

有形固定資産 434,164 461,151

国有財産等（公共
用財産を除く）

421,331 449,200

土地 213,157 241,293

立木竹 349 354

建物 129,531 127,520

工作物 70,364 69,511

機械器具 234 120 負 債 合 計 2,976,257 2,757,778

建設仮勘定 7,695 10,400

物品等 12,832 11,950 ＜資産・負債差額の部＞

無形固定資産 11,948 11,591 資産・負債差額 8,814,633 9,104,287

その他投資等 3,786 3,113

資 産 合 計 11,790,891 11,862,065
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

11,790,891 11,862,065

連　結　貸　借　対　照　表
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

人件費 90,744 88,969

賞与引当金繰入額 4,286 4,222

退職給付引当金繰入額 5,565 4,079

補助金等 2,301 2,234

委託費等 475,931 407,406

庁費等 74,398 72,675

その他の経費 265,054 287,445

減価償却費 7,720 7,898

減損損失 734 7,096

為替換算差損益 536 710

資産処分損益 △ 16,615 △ 3,042

資産評価損(株式評価損） 782 487

貸倒引当金繰入額 △ 16,526 △ 35,187

支払利息・利払費 48,612 47,727

本年度業務費用合計 943,526 892,722

連結業務費用計算書
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 8,457,642 8,814,633

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 943,526 △ 892,722

Ⅲ　財源 1,170,774 1,076,957

主管の財源 10,208 12,789

配賦財源 925,279 839,481

独立行政法人等収入 235,287 224,687

Ⅳ　無償所管換等 126,025 69,389

Ⅴ　資産評価差額 - 31,643

Ⅵ　為替換算差額 15 △ 55

Ⅶ　その他資産･負債差額の増減 3,702 4,440

Ⅷ　本年度末資産・負債差額 8,814,633 9,104,287

連結資産・負債差額増減計算書
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成21年４月 1日) (自　平成22年４月 1日)

(至　平成22年３月31日) (至　平成23年３月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 10,720 15,501

配賦財源 925,279 839,481

独立行政法人等収入 236,391 230,517

貸付金の回収による収入 643,123 681,525

有価証券売却収入 1,123,601 449,809

固定資産売却収入 941 1,245

敷金保証金の返還による収入 1,927 671

前年度剰余金等受入 97,954 128,476

財源合計 3,039,939 2,347,227

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 98,430 △ 100,381

補助金等 △ 2,301 △ 2,234

委託費等 △ 473,640 △ 405,218

貸付による支出 △ 745,014 △ 677,747

庁費等の支出 △ 75,876 △ 74,463

有価証券取得支出 △ 1,093,462 △ 412,499

敷金保証金の取得による支出 △ 1,972 △ 42

その他の支出 △ 263,601 △ 293,910

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 2,754,300 △ 1,966,498

(2)　施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 △ 0

建物に係る支出 △ 471 △ 332

工作物に係る支出 △ 815 △ 614

建設仮勘定に係る支出 △ 5,403 △ 2,658

独立行政法人等における固定資産取得支出 △ 2,971 △ 856

施設整備支出合計 △ 9,661 △ 4,463

業務支出合計 △ 2,763,962 △ 1,970,961

業務収支 275,976 376,266

連結区分別収支計算書
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Ⅱ　財務収支

借入による収入 135,800 233,000

借入金の返済による支出 △ 409,029 △ 503,329

利息の支払額 △ 49,487 △ 47,890

国庫納付による支出 - △ 34,982

他省庁からの出資による収入 127,300 104,400

民間出捐金等による収入 0 6

債券の発行による収入 49,752 59,703

リース債務返済支出 △ 1,421 △ 1,647

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 72 △ 72

財務収支 △ 147,158 △ 190,812

本年度収支 128,818 185,453

翌年度歳入繰入等 128,818 185,453

収支に関する換算差額 △ 342 △ 467

本年度末現金･預金残高 128,476 184,986
 



- 31 - 

 

 注 記 

 

１ 連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等 

独立行政法人等の名称 
出資額 

（百万円） 
出資割合 

独立行政法人国際協力機構（一般勘定） 83,332 100.0% 

独立行政法人国際協力機構（有償資金協力勘定） 7,622,555 100.0% 

独立行政法人国際交流基金 77,969 100.0% 

(注 1) 名称、出資額、出資割合は平成 23 年 3月 31 日時点によっている。 

 

２ 独立行政法人等の子会社のうち連結対象から除外したもの 

該当なし 

 

３ 出納整理期間における現金の受払いの修正 

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了した後の計

数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていない。このた

め、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年度末に国の会計との

出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行っている。 

 

４ 連結対象法人特有の会計処理の修正の内容 

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映した財

務諸表を作成している。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との会計処理の統

一は行っていないが、以下に記載した、連結対象法人特有の会計処理については、修正を行っている。 

(1) 運営費交付金、補助金等 

連結対象法人において負債計上されている運営費交付金債務、預り補助金、資産見返運営費交付金及び

資産見返補助金等は、財源へ振替えている。 

 

(2) 退職給付引当金及び賞与引当金 

  独立行政法人会計基準に基づき引当外とされている退職給付引当金及び賞与引当金については、所要額

を計上している。 

 

(3) 損益外減価償却累計額等 

独立行政法人会計基準に基づき資本剰余金の増減として計上されている本年度の損益外減価償却累計額等

は、業務費用へ振り替えている。 

 

５ 省庁別財務書類と連結対象法人の会計処理の重要な相違 

(1) 外貨建金銭債権債務等 
省庁別財務書類では出納官吏事務規程第14条及び第16条に基づく為替レートで換算を行っているが、

連結対象法人では平成 22 年度末の為替レートで換算を行っており、換算から生じる為替差益について

は、「業務費用計算書」の「為替換算差損益」に計上している。 
 

  （参考） 

    平成 22 年度末 1 ドル＝82.87 円、1 ユーロ＝116.84 円 

 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

省庁別財務書類では有価証券に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構（有償資金協力勘定）に
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おいては、関係会社株式及びその他有価証券（時価のないもの）について、移動平均法による原価法に

より行っている。なお、関係会社株式について、持分相当額が取得原価より下落した場合には、持分相

当額で評価している。また、国際交流基金においては、満期保有を目的とするため、償却原価法を適用

している。  

 
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

省庁別財務書類ではたな卸資産に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構(一般勘定)においては、

先入先出法による低価法を用いている。 

 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却方法 

省庁別財務書類では国有財産（公共用財産を除く）のうち償却資産については定率法、物品等及び無

形固定資産のうち償却資産については定額法により行っているが、連結対象法人においては償却資産に

ついては、定額法により行っている。 

 

(5) 貸倒引当金 

省庁別財務書類では履行期限到来済の特定の損害賠償金債権については全額を、その他の履行期限到

来済債権等については債権の半額を回収不能見込額として計上しているが、国際協力機構(一般勘定)に

おいては、一般債権については延滞債権への移行率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。また、国際協力機構(有償資金協力勘定)に

おいては、債権の貸倒れによる損失に備えるために、貸付金の期末残高を対象に、資産自己査定結果に

基づき計上している。 

 

(6) 退職手当に係る退職給付引当金      
省庁別財務書類においては、退職手当に係る退職給付引当金として期末自己都合退職要支給額を計上

しているが、連結対象法人においては、退職給付債務に加え、年金基金の積立不足額のうち各法人の負

担となる額（年金基金全体の積立不足額を標準報酬総額の比率で按分した額）を計上している。 

 

６ 重要な会計方針の変更 

(1) 「利息の支払額」、「リース債務返済支出」及び「ＰＦＩ債務の返済による支出」の計上方法について 

連結区分別収支計算書において、従来、「リース債務返済支出」、「ＰＦＩ債務の返済による支出」

及び「利息の支払額」を業務収支の「庁費等の支出」に含めていたが、財務収支の区分に表示する方

法へ変更した。この変更により、前年度の業務収支の「庁費等の支出」、業務支出(施設整備支出を除

く)及び業務支出合計が 1,554 百万円減少し、前年度の財務収支の「リース債務返済支出」が 1,154 百

万円、「ＰＦＩ債務の返済による支出」が 72 百万円、「利息の支払額」が 327 百万円増加している。 

 

７ 追加情報 

(1) 表示科目の内容（連結対象法人を中心に説明） 

① 連結貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金･預金」には、国際協力機構(一般勘定)の本部、国内機関、在外機関、国際協力機構(有償資

金協力勘定)本部及び国際交流基金における年度末における現金・預金（長期性預金を含む）残高

を計上している。 

・「有価証券」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における有価証券の保有額、国際交流基金

における国債、地方債等の有価証券及び投資有価証券の保有額を計上している。 

・「たな卸資産」には、国際協力機構(一般勘定)における国際緊急援助活動に必要な備蓄物資を計
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上している。 

・「未収金」には、外務省における損害賠償金等の未収分、国際協力機構における未収入金、国際交

流基金における日本語能力試験受験料収入還元金等の未収分を計上している。 

・「未収収益」には、国際協力機構(一般勘定)における受取利息、貸付金利息の他、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息の未収相当額等及び国際交流基金における運用収益の未収

分を計上している。 

・「前払金」には、国際協力機構における翌年度への繰越案件で、本年度の前払分を計上している。 

・「前払費用」には、外務省における車両の自賠責保険料の未経過分、各法人における事務所等の賃

貸借料の前払分を計上している。 

・「貸付金」には、外務省における個人に対する貸付、国際協力機構(一般勘定) における開発投融

資、移住投融資にかかる貸付金及び国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付

等を計上している。 

・「破産更生債権等」には、国際協力機構(一般勘定)における開発投融資貸付金、移住投融資貸付金、

入植地割賦元金のうち破産更生債権等及び国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向

け貸付等のうち、破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権を計上している。 

・「その他の債権等」には、各法人における仮払金、立替金等を計上している。 

・「貸倒引当金」には、外務省、国際協力機構における貸付金等に対する貸倒見積額を計上している。 

・「国有財産等（公共用財産を除く）」には、以下「土地」から「建設仮勘定」までの合計額を記載

している。 

・「土地」には、外務省及び各法人の台帳価格を計上している。 

・「立木竹」には、主に外務省庁舎の敷地の樹木等を計上している。 

・「建物」には、外務省庁舎、国際協力機構（一般勘定）の大阪国際センター建物、国際協力機構（有

償資金協力勘定）の竹橋合同ビル建物、国際交流基金の日本語国際センター建物等を計上してい

る。 

・「工作物」には、外務省庁舎に対する構築物、国際協力機構の空調設備、国際交流基金の日本語国

際センター庭園等を計上している。                    

・「機械器具」には、国際協力機構（一般勘定）の発電機、国際協力機構（有償資金協力勘定）の変

電設備、国際交流基金の電源工事等を計上している。 

・「建設仮勘定」には、在中国大使館事務所新営工事、国際協力機構（一般勘定）の東京国際センタ

ーの電気設備改修工事、国際協力機構(有償資金協力勘定)の竹橋合同ビル維持管理工事、国際交

流基金の日本語国際センター宿泊棟ユニットバス工事等を計上している。 

・「物品等」については、外務省の発電機、国際協力機構の車両運搬具、工具器具備品、国際交流基金

の巡回展用美術品等を計上している。 

・「無形固定資産」には、外務省における在外公館定期不動産貸借権、国際交流基金の借地権並びに

外務省、各法人における電話加入権の台帳価格、外務省及び国際交流基金のソフトウェア、国際

協力機構の商標権を計上している。 

・「その他投資等」には、各法人における差入保証金を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、年度末までに支払いが完了しなかった債務を計上している。  

・「未払費用」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における財政融資資金特別会計等からの借入

の未払利息、各法人における社会保険料の未払分等を計上している。  

・「保管金等」には、各法人における所得税等の預り金を計上している。 

・「前受金」には、国際交流基金における受託事業にかかる事業未実施相当額を計上している。 

・「前受収益」には、国際協力機構(一般勘定)における貸付金利息のうち、翌年度の前受分を計上し

ている。 
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・「賞与引当金」には、期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上している。 

・「債券」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)が発行している債券残高を計上している。 

・「借入金」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における財政融資資金特別会計等からの借入金

を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当の期末要支給額、各法人における年金債務にかかる引当金を計

上している。  

・「その他の債務等」には、リース債務、各法人における資産除去債務、国際協力機構（有償資金協

力勘定）における仮受金等を計上している。  

② 連結業務費用計算書 

・「人件費」には、職員に係る人件費等を計上している。  

・「賞与引当金繰入額」には、期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上している。  

・「退職給付引当金繰入額」には、引当金の取崩を行い、当年度末残高との差額補充により計上して

いる。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第 2条第 1

項で規定する補助金等を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費、分担金及び拠出金の他、国際交

流基金の業務委託費を計上している。 

・「庁費等」には、外務省における物件費・施設費で支出したもののうち、資産計上されるもの及び

リース債務、ＰＦＩ債務の返済分並びに支払利息を控除したものを計上している。 

・「その他の経費」には、外務省における歳出決算額のうち上記に当てはまらないもの、各法人にお

ける物件費、委託費、一般管理費等のうち、他の科目に当てはまらないものを計上している。 

・「減価償却費」には、固定資産の減価償却額を計上している。 

・「減損損失」には、各法人における固定資産の減損損失額を計上している。 

・「為替換算差損益」には、国際協力機構における外貨建金銭債権債務等の換算差額を計上している。 

・「資産処分損益」には、固定資産の処分損益額、国際協力機構(有償資金協力勘定)の投資有価証券

評価等損及び国際交流基金の有価証券売却益を計上している。 

・「資産評価損(株式評価損)」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における関係会社株式評価等

損を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、外務省における損害賠償金債権等の回収不能見込額、国際協力機構（一

般勘定）における融資債権、入植地債権に係る貸倒引当金の換算差額及び国際協力機構(有償資金

協力勘定)における途上国向け貸付等に対して資産の自己査定を行った結果、貸倒引当金が増減し

たことに伴う繰入・戻入額を計上している。 

・「支払利息・利払費」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における借入金、債券等の資金調達

に関して発生した利息、外務省、国際協力機構(一般勘定)、国際交流基金におけるリース債務返

済にかかる支払利息等を計上している。 

③ 連結資産･負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の連結貸借対照表の「資産･負債差額」の額を計上して

いる。 

・「本年度業務費用合計」には、連結業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、外務省における（款）諸収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、 外務省における歳出決算額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上してい

る。 

・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）の運営費交付金の当期受入額、受託収入

等、国際協力機構（有償資金協力勘定）の貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金の経常収益

を計上している。 
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・「無償所管換等」には、一般会計から連結対象法人への出資金の増減に伴う外務省の資産・負債差

額の増減、過年度の誤謬訂正にかかる額等を計上している。 

・「資産評価差額」には、外務省における出資金、国有財産、美術品の評価差額及び国際交流基金に

おける有価証券評価差額を計上している。 

・「為替換算差額」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における外貨建有価証券の換算差額等を

計上している。 

・「その他資産･負債差額の増減」には、国際交流基金におけるその他資産・負債差額の他、国際協

力機構(有償資金協力勘定)における繰延ヘッジ損益を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

④ 連結区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、外務省における収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、外務省における支出済歳出額より上記を差し引いた金額を計上している。 

・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）における運営費交付金収入、受託収入等

の他、国際協力機構(有償資金協力勘定)における貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金にお

ける収支決算における現金収入額を相殺消去を行った上で計上している。 

・「貸付金の回収による収入」には、国際協力機構(一般勘定)における開発投融資、移住投融資にか

かる貸付金の回収額、国際協力機構(有償資金協力勘定)における途上国向け貸付等にかかる貸付

金の回収額を計上している。 

・「有価証券売却収入」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における有価証券の償還等による収

入及び国際交流基金における有価証券の償還額及び売却収入額を計上している。 

・「固定資産売却収入」には、各法人における固定資産の売却額を計上している。 

・「敷金保証金の返還による収入」には、各法人における差入保証金の返還額を計上している。 

・「前年度剰余金等受入」には、各法人における前年度末現金・預金残高を計上している。 

・「人件費」には、外務省における職員にかかる人件費及び各法人の業務活動による支出のうち人件

費相当額を計上している。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第 2 条第 1

項で規定する補助金等を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費の他、援助費、分担金及び拠出金

に相殺消去を行った上で計上している。 

・「貸付による支出」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における途上国向け貸付等にかかる貸

付額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、外務省における決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当す

る支出のうち、施設整備支出及び財務収支に計上されないものを計上している。 

・「有価証券取得支出」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)及び国際交流基金における有価証券

の取得にかかる支出額を計上している。 

・「敷金保証金の取得による支出」には、各法人における差入保証金の支出額を計上している。 

・「その他の支出」には、外務省における旅費及びその他に該当するものの支出額、各法人における

事業費及び一般管理費等の支出額を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、外務省の立木竹の取得にかかる支出額を計上している。 

･「建物に係る支出」には、外務省の建物の修繕等にかかる支出額を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、外務省の工作物の取得にかかる支出額を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、外務省の建設中の固定資産にかかる支出額を計上している。 

・「独立行政法人等における固定資産取得支出」には、各法人の固定資産の計上に繋がる支出額を計

上している。 
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イ 財務収支 

・「借入による収入」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における財政融資資金特別会計等から

の借入額を計上している。 

・「借入金の返済による支出」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における財政融資資金特別会

計等からの借入額に対する返済額を計上している。 

・「利息の支払額」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における借入金、債券等の資金調達に関

して発生した利息の他、外務省、国際協力機構(一般勘定)、国際交流基金におけるリース債務等

返済に伴う支払利息を計上している。 

・「国庫納付による支出」には、国際交流基金の不要財産にかかる国庫納付した金額を計上している。 

・「他省庁からの出資による収入」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における一般会計からの

出資金の受入額を計上している。 

・「民間出捐金等による収入」には、国際交流基金における年度中の民間出捐金の受入額を計上して

いる。 

・「債券の発行による収入」には、国際協力機構(有償資金協力勘定)における債券の発行に伴う資金

調達額を計上している。 

・「リース債務返済支出」には、リース債務の返済額を計上している。 

・「ＰＦＩ債務の返済による支出」には、外務省の在エジプト大使館事務所の固定資産にかかる債務

の返済額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。 

・「翌年度歳入繰入等」には、本年度収支と同額を計上している。 

・「収支に関する換算差額」には、外国通貨にかかる換算差額を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、翌年度歳入繰入に収支に関する換算差額を加減したものを計上

している。計上額は、貸借対照表の現金・預金と一致する。 

 

(2) その他省庁別連結財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 外務省と連結対象法人間及び連結対象法人間の債権債務等について相殺消去を行っている。 

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

③ 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

④  重要な会計処理の誤謬の修正 

ア 国有財産台帳の誤謬訂正等により本年度の連結貸借対照表において、土地が 77 百万円減少、立木

竹が 6 百万円増加、建物が 14 百万円減少、工作物が 172 百万円増加し、資産・負債差額が 87 百万

円増加している。 

イ 外務省のソフトウェアの誤謬訂正により本年度の連結貸借対照表において、無形固定資産が 88

百万円減少し、資産・負債差額が同額減少している。 

ウ 独立行政法人国際協力機構の差入保証金の誤謬訂正により本年度の連結貸借対照表において、そ

の他投資等が 1百万円増加し、資産・負債差額が同額増加している。 
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附属明細書 

 

１ 連結対象法人別の資産及び負債の明細 

 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 - 173,136 11,850 184,986 - 184,986

有価証券 - 118,024 55,670 173,694 - 173,694

たな卸資産 - 448 - 448 - 448

未収金 1,675 2,270 342 2,612 - 4,288

未収収益 - 48,354 205 48,560 - 48,560

前払金 - 12,279 - 12,279 - 12,279

前払費用 21 262 22 285 - 306

貸付金 94 11,054,862 - 11,054,862 - 11,054,957

破産更生債権等 - 26,255 - 26,255 - 26,255

その他の債権等 - 4,240 26 4,266 - 4,266

貸倒引当金 △ 1,694 △ 122,138 - △ 122,138 - △ 123,833

有形固定資産 386,249 64,373 10,528 74,901 - 461,151

国有財産等（公共用財産

を除く）
377,382 62,123 9,693 71,817 - 449,200

土地 214,961 26,137 195 26,332 - 241,293

立木竹 354 - - - - 354

建物 90,814 27,437 9,267 36,705 - 127,520

工作物 60,956 8,405 148 8,554 - 69,511

機械器具 - 118 1 120 - 120

建設仮勘定 10,295 24 80 104 - 10,400

物品等 8,866 2,249 834 3,084 - 11,950

無形固定資産 11,438 6 146 153 - 11,591

出資金 8,712,866 - - - △ 8,712,866 -

その他投資等 - 2,327 786 3,113 - 3,113

資産合計 9,110,652 11,384,702 79,577 11,464,280 △ 8,712,866 11,862,065

＜負債の部＞

未払金 1,062 23,346 1,272 24,619 - 25,681

未払費用 - 11,633 2 11,636 - 11,636

保管金等 - 691 7 698 - 698

前受金 - - 1,062 1,062 - 1,062

前受収益 - 0 - 0 - 0

賞与引当金 3,161 946 114 1,060 - 4,222

債券 - 140,000 - 140,000 - 140,000

借入金 - 2,459,841 - 2,459,841 - 2,459,841

退職給付引当金 67,753 37,947 5,097 43,045 - 110,798

その他の債務等 2,999 760 76 837 - 3,836

負債合計 74,977 2,675,169 7,631 2,682,800 - 2,757,778

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 9,035,674 8,709,533 71,946 8,781,479 △ 8,712,866 9,104,287  
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２ 連結対象法人別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

人件費 68,949 16,086 3,933 20,020 - 88,969

賞与引当金繰入額 3,161 946 114 1,060 - 4,222

退職給付引当金繰入額 1,274 2,475 329 2,804 - 4,079

補助金等 2,234 - - - - 2,234

委託費等 505,647 - 2,187 2,187 △ 100,428 407,406

独立行政法人運営費交付金 164,576 - - - △ 164,576 -

庁費等 72,675 - - - - 72,675

その他の経費 25,272 252,445 9,727 262,172 - 287,445

減価償却費 4,605 2,584 707 3,292 - 7,898

減損損失 - 7,094 1 7,096 - 7,096

為替換算差損益 - 710 - 710 - 710

資産処分損益 △ 1,991 △ 46 △ 984 △ 1,031 △ 18 △ 3,042

資産評価損(株式評価損） - 487 - 487 - 487

貸倒引当金繰入額 7 △ 35,194 - △ 35,194 - △ 35,187

支払利息・利払費 354 47,371 0 47,372 - 47,727

本年度業務費用合計 846,767 294,961 16,017 310,978 △ 265,023 892,722

（単位：百万円）

その他の経費内訳 外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の

経費
25,272 - - - - 25,272

連結対象法人での業務費用 - 233,092 8,122 241,215 - 241,215

連結対象法人での一般管理費 - 19,322 1,604 20,926 - 20,926

連結対象法人でのその他の経

費
- 30 - 30 - 30

計 25,272 252,445 9,727 262,172 - 287,445  
 

３ 連結対象法人別の資産・負債差額の増減の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 8,762,255 8,423,218 110,083 8,533,302 △ 8,480,923 8,814,633

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 846,767 △ 294,961 △ 16,017 △ 310,978 265,023 △ 892,722

Ⅲ　財源 853,027 472,510 16,425 488,935 △ 265,004 1,076,957

主管の財源 13,546 - - - △ 757 12,789

配賦財源 839,481 - - - - 839,481

独立行政法人等収入 - 472,510 16,425 488,935 △ 264,247 224,687

Ⅳ　無償所管換等 69,387 104,401 △ 34,981 69,419 △ 69,417 69,389

Ⅴ　資産評価差額 197,771 - △ 3,584 △ 3,584 △ 162,543 31,643

Ⅵ　為替換算差額 - △ 55 - △ 55 - △ 55

Ⅶ　その他資産・負債差額の

増減
- 4,420 20 4,440 - 4,440

Ⅷ　本年度末資産・負債差額 9,035,674 8,709,533 71,946 8,781,479 △ 8,712,866 9,104,287  
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４ 連結対象法人別の区分別収支の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 16,258 - - - △ 757 15,501

配賦財源 839,481 - - - - 839,481

独立行政法人等収入 - 477,929 16,835 494,765 △ 264,247 230,517

貸付金の回収による収

入
- 681,525 - 681,525 - 681,525

有価証券売却収入 - 368,427 81,382 449,809 - 449,809

固定資産売却収入 - 1,244 1 1,245 - 1,245

敷金保証金の返還によ

る収入
- 668 2 671 - 671

前年度剰余金等受入 - 119,994 8,481 128,476 - 128,476

財源合計 855,739 1,649,789 106,703 1,756,492 △ 265,004 2,347,227

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備

支出を除く）

人件費 △ 78,159 △ 18,356 △ 3,865 △ 22,222 - △ 100,381

補助金等 △ 2,234 - - - - △ 2,234

委託費等 △ 505,647 - - - 100,428 △ 405,218

独立行政法人運営

費交付金
△ 164,576 - - - 164,576 -

貸付による支出 - △ 677,747 - △ 677,747 - △ 677,747

庁費等の支出 △ 74,463 - - - - △ 74,463

有価証券取得支出 - △ 368,300 △ 44,199 △ 412,499 - △ 412,499

敷金保証金の取得

による支出
- △ 39 △ 3 △ 42 - △ 42

その他の支出 △ 25,274 △ 257,013 △ 11,622 △ 268,636 - △ 293,910

業務支出（施設整備支

出を除く）合計
△ 850,356 △ 1,321,456 △ 59,691 △ 1,381,147 265,004 △ 1,966,498

(2)　施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 - - - - △ 0

建物に係る支出 △ 332 - - - - △ 332

工作物に係る支出 △ 614 - - - - △ 614

建設仮勘定に係る

支出
△ 2,658 - - - - △ 2,658

独立行政法人等に

おける固定資産取

得支出

- △ 713 △ 143 △ 856 - △ 856

施設整備支出合計 △ 3,606 △ 713 △ 143 △ 856 - △ 4,463

業務支出合計 △ 853,962 △ 1,322,169 △ 59,834 △ 1,382,004 265,004 △ 1,970,961

業務収支 1,777 327,620 46,868 374,488 - 376,266  
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（単位：百万円）

外務省
独立行政法人

国際協力機構

独立行政法人

国際交流基金

連結対象法人

合計
相殺消去 連結合計

Ⅱ　財務収支

借入による収入 - 233,000 - 233,000 - 233,000

借入金の返済による支出 - △ 503,329 - △ 503,329 - △ 503,329

利息の支払額 △ 354 △ 47,535 △ 0 △ 47,535 - △ 47,890

国庫納付による支出 - - △ 34,982 △ 34,982 - △ 34,982

他省庁からの出資による

収入
- 104,400 - 104,400 - 104,400

民間出捐金等による収入 - - 6 6 - 6

債券の発行による収入 - 59,703 - 59,703 - 59,703

リース債務返済支出 △ 1,350 △ 276 △ 21 △ 297 - △ 1,647

PFI債務の返済による支出 △ 72 - - - - △ 72

財務収支 △ 1,777 △ 154,037 △ 34,998 △ 189,035 - △ 190,812

本年度収支 - 173,583 11,870 185,453 - 185,453

翌年度歳入繰入等 - 173,583 11,870 185,453 - 185,453

収支に関する換算差額 - △ 447 △ 20 △ 467 - △ 467

本年度末現金・預金残高 - 173,136 11,850 184,986 - 184,986  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




